
 

平成２７年３月２日開会 

 

 

平成２７年第１回 

つがる市議会定例会 

 

 

提出議案市長説明要 旨 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

つ が る 市 



 - 1 - 

本日、ここに新しく選ばれました議員各位のご参集のもと、平成

２７年第１回つがる市議会定例会の開会にあたり、市政運営につい

て私の所信の一端を申し述べますとともに、提案いたしました議案

の主なるものについて、その概要をご説明申し上げ、ご審議の参考

に供したいと存じます。 

説明の前に、お許しをいただき、一言、挨拶申し上げます。 

皆様方におかれましては、去る２月１日に執行されました市議会

議員一般選挙におきまして、議員定数４名減という厳しい選挙戦を

経て、市民の皆様からの負託を担い、ご当選の栄に浴されましたこ

とに、改めて深甚なる敬意を表し、心からお祝いを申し上げます。 

市民の皆様とともに築き上げてまいりましたつがる市の基盤を、

市制施行１０周年の節目を迎える中で、さらに強固なものとするた

め、今後も市政運営に真摯に取り組んでまいりますので、これまで

同様、議員各位のご協力とご支援を賜りますようよろしくお願い申

し上げます。 

１．はじめに 

１町４村が合併して誕生したつがる市は、本年２月１１日に１０

周年という大きな節目を迎えました。２月２２日に開催された記念

式典では、市民の皆様からの「１０年の思い」や「未来へのエール」

に触れ、市内外の皆様に「つがる市に住み続けたい、住んでみたい」

と思う「故郷
ふるさと

づくり」をしなければならないと、改めて決意を強く

したところであります。 
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この１０年間、「新田の歴史が彩る 日本のふるさと」を基本理念

とする総合計画と、本市が持続的発展を続けるための行政改革大綱

を基本指針とし、市政発展の礎を築くべく、合併のスケールメリッ

トを活かしながら、新たなまちづくりに全力を注いでまいりました。 

成長期から成熟期を迎えた今日、これまでの量的な充足から質的

な向上への転換が求められています。時代の過渡期にあって、これ

まで培ってきた有形・無形の資産を最大限に活用し、私たち自身の

幸せや豊かさを求めながらも、次世代を担う子どもたちが“つがる”

の地に誇りを持ち、幸せや豊かさを実感し、安心して暮らすことが

できるようにするために、次世代を育む社会を構築してまいる所存

であります。 

２．市政運営の基本方針 

 地域社会を取り巻く様々な状況が目まぐるしく変容する時代の

中で、私たちは、あらゆる変化に対しても揺らぐことなく、自分た

ちで課題解決を図り、新たな価値を創造していくことのできる自立

したまちをつくっていかなければなりません。このため、「つがる

市総合計画」を着実に実施し、これまで進めてきた取り組みの成果

の最大化を図り、本市の基本理念の実現に向け、その歩みを緩める

ことなく市政運営にあたってまいります。 

 また、本市は、市民の３人に１人が６５歳以上という人口構成と

なり、本格的な高齢化社会を迎えています。待ったなしで高齢化が

進んでいく今後の地域社会においては、暮らしに身近な場所で、人

と人とが支え合うことのできる地域コミュニティをつくっていく
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ことが最も重要な課題であります。 

 地域の連帯感や相互扶助の精神が希薄となってきている昨今、互

いにしっかりとした絆の中で、「自助」、「共助」、「公助」のバラン

スが取れ、「人と人」、「人と自然」が共生する社会の創造が求めら

れています。このため、市民の力、地域の力を核として、協働によ

る地域づくりの取り組みを、地域運営の普遍的な仕組みとして定着

させ、本市のまちづくりの根幹をなすものとして、その強化を図っ

てまいります。 

３．平成２７年度重点方針 

 (1)地域創生 

  本市では人口の減少傾向が続いており、少子・高齢化も同時に

進行しています。こうした状況は、地域活力の低下だけでなく、

地域経済にも大きな影響があることから、人口減少を抑制し、人

口の年齢バランスを良好に保っていくことが必要であります。 

  国においては、少子・高齢化の進展に的確に対応し、人口の減

少に歯止めをかけるとともに、それぞれの地域で住みよい環境を

確保して、将来にわたって活力ある日本社会を維持していくため

に、「まち・ひと・しごと創生法」を制定し、人口減少や地方創

生に取り組む姿勢を打ち出したところであります。 

  本市においても、地域の特性を活かし、その潜在力を引き出す

地域づくりの取り組みを進め、持続可能な自治体へと体質転換を

図っていくために、つがる市版の総合戦略を策定することといた

しました。 
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  このため、関連経費を今回の補正予算に計上するとともに、総

合戦略策定の特命組織として、新年度より「(仮称)地域創生対策

室」を設置し、人口、経済、産業などの地域社会における諸課題

に取り組むことといたしました。 

 (2)健康まちづくり宣言 

  心身ともに健康で、生きがいを持って活き活きとした暮らしを

実現することは、すべての市民の共通の願いであります。 

  高齢化が急速に進んでいる状況にあって、疾病予防と健康増進、

介護予防に対する施策は、今後極めて重要となってまいります。 

  このため、「健康つがる２１」計画に基づき、健康寿命の延伸

を目指して、特定健診・がん検診の受診率の向上に努めるととも

に、生活習慣病の予防及び重症化予防対策に、より力を注いでま

いります。子どもから高齢者まで全ての世代が健やかに暮らせる

よう、保健協力員や食生活改善推進員など地域の健康リーダーの

方々や、自治会等地域組織と協働し、地域における健康づくりの

取り組みを促進してまいります。 

  更には、この取り組みを強力に推し進める契機とするため、今

秋、「健康まちづくり宣言」を行うこととしております。 

  今後とも、市民一人ひとりが、住み慣れた地域において、健や

かに、元気に生活していけるよう、保健・医療・福祉・介護が有

機的に連動する総合的な施策を展開してまいります。 

 (3)農産物ブランド化の更なる推進 

  近年の農業を取り巻く厳しい情勢の中において、次世代が希望
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を持てる産業としての農業を強化していくことが求められてい

ます。農業は、当市における基幹産業であるとともに、市内の環

境、文化、景観等に幅広く影響し、地域コミュニティ形成の核に

もなっている産業であります。 

  市では、農産物の高付加価値化と生産コストの低減、均一な農

産物の生産に向けた基盤整備を支援し、「つがる」のブランド化

を確立して競争力の高い「売れる農産物」の推進、販路拡大に努

めてきました。 

  今後は、これまでの取り組みを検証した「つがるブランド推進

に関する報告書」を踏まえ、更なる高付加価値品を認証するトッ

プブランド化の手法を組み入れながら、ブランド化の歩みを進化

させてまいります。 

  このため、既存の担当部署の業務をブランド推進に特化した組

織に改編し、新たな段階を迎えた農産物のブランド化を強力に、

そして着実に進めてまいります。 

 以上、平成２７年度市政運営における重点方針について説明いた

しましたが、市制１０周年を迎えた本市のさらなる発展と市民の幸

せのために、引き続き職員と一丸となって、諸施策の推進に全力で

取り組んでまいります。 

 重ねて、議員各位並びに市民の皆様のご理解とご支援をお願い申

し上げます。 

４．議案説明 

 それでは、上程されました議案の主なるものにつきまして、その
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概要をご説明申し上げ、ご審議の参考に供したいと思います。 

 本定例会に提出いたしました案件は、予算案１２件、条例案１５

件、指定管理者の指定の件１７件、その他の案件２件、諮問１件、

合わせて４７件であります。 

 先ず、予算案につきましてご説明申し上げます。 

 予算案につきましては、議案第３号から議案第１４号までの１２

件を提案いたしております。 

 その主なるものとして、議案第３号「平成２６年度つがる市一般

会計補正予算（第８号）案」及び議案第９号「平成２７年度つがる

市一般会計予算案」についてご説明申し上げます。 

 (1)補正予算 

  初めに、議案第３号「平成２６年度つがる市一般会計補正予算

（第８号）案」についてご説明申し上げます。 

  本補正予算案は、平成２７年２月３日成立した経済対策及び地

方活性化対策費等に係る国の平成２６年度補正予算（第１号）に

対応した事業費、並びに年度末を見据え進捗状況等に応じた各種

事務・事業費の精査について、所要の予算措置を講ずるものであ

ります。 

  その結果、平成２６年度つがる市一般会計の予算規模は、既決

予算から１，７５１万１千円を減額し、歳入歳出予算の総額を２

４２億９，８９７万８千円としたものであります。 

  また、継続費補正として、旧県立弘前高等技術専門校つがる校

舎改修事業、繰越明許費として、福祉商品券支給事業をはじめと
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する地域住民生活等緊急支援交付金事業、及び公営住宅整備事業、

債務負担行為補正として、公共施設の指定管理料、りんご選果施

設等整備事業補助金、及び地籍情報管理システム購入、地方債補

正として、国営岩木川左岸二期農業水利事業をはじめとする各地

方債充当事業について、それぞれ所要の予算措置を講じました。 

  以下、歳出における計上の主なるものにつきまして、本補正予

算の編成主旨に沿ってご説明申し上げます。 

  国の補正予算に対応した「地域住民生活等緊急支援のための交

付金事業」につきましては、「地域消費喚起・生活支援型事業費」

として、プレミアム付き商品券発行支援事業及び福祉商品券支給

事業に１億７６６万８千円を、「地方創生先行型事業費」として、

保育所等児童第２子支援事業をはじめとする１２事業に８，００

０万円を、各費目にわたり、それぞれ追加計上いたしました。 

  また、その他の補正対応として、農林水産業費において、経営

体育成支援事業補助金を３，５２０万２千円追加計上いたしまし

た。 

  次に、各種事務・事業の精査につきましては、総務費において、

システム設計の開発業務遅延に伴い、予算計上を平成２７年度に

改めるため、社会保障・税番号制度導入業務委託料を２，４７２

万５千円減額いたしました。また、本補正予算全体の財源調整措

置として財政調整基金積立金に１，９４３万８千円追加計上いた

しました。 

  民生費においては、普通調整交付金の減額等に伴う国民健康保
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険特別会計繰出金を４，５１５万２千円、医療扶助費及び介護扶

助費等の精査に係る生活保護費を３，５９０万円、保育単価の改

定に係る保育所運営費を１，１６６万４千円、それぞれ追加計上

したほか、平成２５年度生活保護費国庫負担金の精算に係る返還

金として７，０７３万２千円を計上いたしました。 

  また、医療費負担の精査により後期高齢者医療特別会計繰出金

を１，２２７万円、事業費の精査により臨時福祉給付金給付事業

費を２，７３１万３千円、それぞれ減額いたしました。 

  衛生費においては、平成２５年度西北五環境整備事務組合負担

金の決算剰余金の精算に伴い当該負担金を１，１６８万８千円減

額いたしました。 

  労働費においては、地域人づくり事業に係る雇用実績に基づき、

緊急雇用創出対策事業委託料を２，９６６万４千円減額いたしま

した。 

  農林水産業費においては、つがるにしきた農業協同組合に対す

るりんご選果施設等整備事業補助金を債務負担行為に基づき３

１０万円計上いたしました。 

  また、機構集積協力金等交付事業の精査に伴い、農地集積協力

交付金を１，３６０万円、規模拡大交付金を２，０００万円、そ

れぞれ減額いたしました。 

  商工費においては、誘致企業の雇用実績に基づき、誘致企業雇

用奨励金を９５０万円減額いたしました。 

  土木費においては、桜木団地整備に係る補助事業費の確定に伴
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い、地域住宅支援事業費を１億６，１６６万１千円減額いたしま

した。 

  消防費においては、事業費の精査により、コミュニティ消防セ

ンター建設等の工事請負費を１，９１１万５千円減額いたしまし

た。 

  教育費においては、事業費の精査により、小・中学校のスクー

ルバス運行業務委託料を合わせて１，０８０万円、森田公民館及

び柏ふるさと交流センターにおける再生可能エネルギー等導入

事業費を合わせて１，３４７万円、それぞれ減額いたしました。 

  以上が歳出予算の概要であります。 

  次に、歳入予算につきまして、ご説明申し上げます。 

  補正予算の主なる財源といたしましては、歳出との関連におけ

る国・県支出金、市債について、それぞれ所要額の補正を行うと

ともに、国の補正予算による普通交付税の調整額の復活措置とし

て９７９万４千円、旧成人病センター医師住宅、旧丸山保育所等

の売り払いに伴う財産売払収入を２，９８０万２千円追加計上し

たほか、財政調整基金繰入金を３，６９４万６千円減額するなど

の措置により、全体の補正額を調整いたしました。 

 (2)当初予算 

  次に、議案第９号「平成２７年度つがる市一般会計予算案」に

つきましてご説明申し上げます。 

  平成２７年度当初予算の編成にあたっては、つがる市総合計画

に基づく施策の重点化と財政規律の堅持を基本方針とし、本市の
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政策課題について、「選択と集中」の観点に立ち、限られた財源

を効率的に配分することといたしました。 

  以上の結果、年間総合予算として編成した平成２７年度一般会

計当初予算規模は、２１６億６，０００万円となり、前年度比１

０億５，３００万円、４．６％の減となりました。 

  性質別歳出の状況としましては、義務的経費が１１３億１，６

９６万４千円で、前年度比１億９，２５２万６千円、１．７％の

増、投資的経費は、普通建設事業費が２８億７，９７０万円で、

前年度比１４億４，７８３万２千円、３３．５％の減となりまし

た。 

  財源確保対策では、事務・事業費の一般財源に前年度比マイナ

ス１０％のシーリングを設けたほか、財政調整基金繰入金、臨時

財政対策債により全体の調整を図ったところです。 

  以下、平成２７年度の主要施策につきまして、つがる市総合計

画後期基本計画における６つの基本目標に沿って、その概要を申

し上げます。 

  第１は、「潤いと誇りに満ちた活力ある産業づくり（産業・経

済）」についてであります。 

  基幹産業の振興、安定は、地域経済の活性化に繋がることから、

生産基盤の整備による高生産性の確保とともに、生産品の高付加

価値化や地産地消の推進等による消費・販売の拡大、複合経営に

よる所得の向上及び安定化等により、職業として魅力ある農業経

営を確立していかなければなりません。 
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  このため、引き続き「つがる」のブランド化を市の重要施策と

して取り組み、競争力の高い「売れる農産物づくり」を推進する

とともに、収入減少影響緩和対策等のセーフティネット対策を講

じながら、総じて安定した農業経営の確立に努めます。 

  また、市内で生産される農産物を活用し、付加価値の高い製品

等を創出する「食産業ネットワーク未来プロジェクト事業」を推

進し、６次産業化の方策を活用した産業並びに地域経済の活性化

を図ってまいります。 

  地域雇用の確保につきましては、企業等で就業するために必要

な知識・技術を習得させるための人材育成を行う事業を通じ、能

力開発や就労機会の確保を図ってまいります。 

  商業の振興につきましては、既存商店街の活性化を支援し、商

店街を単に消費の場としてのみならず、人と情報の交流の場、地

域の魅力を感じる場としての機能の充実を図ってまいります。 

  第２は、「個性と郷土を大切にする心豊かな人づくり（教育・

文化）」についてであります。 

  変化の激しいこれからの社会の中で、次世代を担う子どもたち

が自立して豊かな人生を送るためには、「確かな学力」、「豊かな

心」、「健やかな体」の知・徳・体をバランスよく育てることが重

要であります。 

  自然環境や文化財等の地域資源を最大限に活用し、良好な教

育・学習環境の整備を図り、充実した学習内容及び機会を提供す

ることにより、郷土を愛する人づくりを推し進めてまいります。 
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  特に教育環境においては、幼児期における一体的な教育・保育

の提供を図っていくとともに、「地域一体教育」と「幼保・小・

中一体教育」を学校づくりの基盤とし、地域ぐるみで子どもの豊

かな成長を支える「地域とともにある学校づくり」に取り組み、

より良質な教育環境の整備を図ってまいります。 

  また、各地区の地域資源やコミュニティを活用し、スポーツや

文化活動の振興と地域間交流の促進を図り、潤いのある生活と文

化の薫り漂うまちづくりを目指します。 

  第３は、「快適とやすらぎのある暮らしづくり（生活環境）」に

ついてであります。 

  本市は、美しく豊かな自然に恵まれており、自然環境と調和し

た良好な環境づくりは、重要な課題となっております。 

かけがえのない財産である自然環境を保全し次世代に残すた

め、資源循環型社会の確立等、環境・エネルギー問題に配慮した

まちづくりを推進してまいります。 

  また、公園や緑地等の憩いの場など魅力のある公共空間の創出

と住宅等の生活の場の整備、災害や事故等から市民を守る対策等、

快適で安心して暮らすことのできる生活環境を整えてまいりま

す。 

  第４は、「活発な交流とふれあいの拠点づくり（都市基盤整備）」

についてであります。 

  人口減少時代においては、定住人口の確保はもとより、地域の

特性を活かした交流人口の増加を図ることが必要であります。道
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路ネットワークの整備や公共交通の機能充実など、地域間交通網

の基盤整備により市民の利便性の向上を確保してまいります。 

また、公共インフラの長寿命化を図りストック型社会の形成を

目指します。 

  第５は、「お互いを認め合い支え合う共生のこころづくり（保

健・医療・福祉）」についてであります。 

  少子・高齢化が一層進展する中、高齢化社会を活力あるものと

するためには、多様な支援体制やその環境づくりが必要でありま

す。 

  すべての市民がこの地域でいきいきと充実した生活を送るこ

とができるよう、医療体制の充実・強化、生きがいづくり、介護

予防、子育て支援等を推進し、保健・医療・福祉・介護の切れ目

のない連携による地域包括ケア体制の強化を図ってまいります。 

  また、地域資源を有効活用した地域福祉ネットワークの構築と

市民がみんなで支え合うという地域の連帯感の醸成を図り、市民

一人ひとりが地域社会の関わりの中で安心して暮らすことので

きるまちづくりを目指します。 

  最後に、第６の「みんなで考え実行するまちづくり（行財政運

営）」についてであります。 

  社会情勢に対応した組織や機構の改革、効率のよい事務・事業

を実施し、迅速で的確な行政サービスの提供と財政基盤の強化に

努め、質の高い行財政運営を推進してまいります。 

  本市にとって平成２７年度は、平成２８年度から１０年間のま
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ちづくりの基本方針となる新たな総合計画と、次期行政改革大綱

をとりまとめていく、大変重要な年となります。現在、審議会に

てご審議いただいている新たな総合計画においては、地域の特性

を踏まえ、これからのつがる市の将来像と、その実現に向けた取

り組みについて検討していただいているところであります。 

  併せて、そのようなまちづくりを支える行財政基盤の確立も必

要であります。特に、財政基盤につきましては、一般財源の大宗

を占める普通交付税が、平成２６年度で「合併算定替」の特例措

置が終了し、平成２７年度より段階的に縮減されていきます。こ

のため、自主財源の安定的確保、経常経費の削減など財政健全化

を早期に、かつ強力に推進し、持続可能な行財政運営体制の確立

に努めてまいります。 

  また、市民主体による地域活動の促進、広報広聴活動や情報公

開を展開し、市民と行政がそれぞれの責任と役割を果たしながら、

地域力を最大限に発揮できるまちづくりを目指してまいります。 

  更に、平成２７年度は、合併１０周年を記念した様々な事業や

イベントを市民の皆様とともに実施してまいります。 

  これらを契機として、市民の皆様一人ひとりが改めて“ふるさ

とつがる市”を愛し、誇りに思っていただき、本市の基本理念で

ある「新田の歴史が彩る 日本のふるさと」の実現に向けた飛躍

の年にしてまいりたいと考えております。 

  以上が、平成２７年度の主要施策の大綱であります。 

 なお、具体的な事務・事業につきましては、お手元に配布いた
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しました「平成２７年度当初予算附属説明書」をご参照願います。 

  次に、歳入予算の主なるものにつきましてご説明申し上げます。 

  市税については、地方税制改正の内容、本市を取り巻く経済の

動向等を踏まえ、２２億９，０６２万９千円を計上いたしており

ます。 

  地方交付税については、地方財政計画における原資総額の伸び

率及び算定方針を基礎に、「合併算定替」の特例措置の終了等を

勘案して交付見込額を推計した上で、普通交付税については９１

億円、特別交付税については５億円を計上いたしております。 

  市債については、地方債計画、その運用方針等を勘案して積算

の上、２５億１，０１０万円を計上いたしております。 

  繰入金については、財政健全化の見地に立ち、可能な限りの圧

縮に努めたものの、地方交付税の特例措置の縮減等により、財政

調整基金から２億８，３６７万７千円の繰入れをはじめ、各目的

基金から２億２，９４０万４千円を繰り入れることといたしてお

ります。 

  また、国、県支出金等については、歳出の関連において計上い

たしております。 

 以上が、「平成２７年度つがる市一般会計予算案」の概要であ

ります。 

  このほか、議案第４号から議案第８号までの平成２６年度各特

別会計補正予算案、及び議案第１０号から議案第１４号までの平

成２７年度各特別会計予算案につきましては、ご審議の際に、詳
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細にご説明申し上げます。 

 (3)条例案 

  次に、条例案の主なるものにつきましてご説明申し上げます。 

  条例案につきましては、議案第１５号から議案第２９号までの

１５件を提案いたしております。 

  議案第１５号「つがる市職員の給与に関する条例及びつがる市

職員の給与に関する条例の一部を改正する条例の一部を改正す

る条例案」は、青森県人事委員会より勧告された「給与制度の総

合的見直し」に基づき、平成２７年度以降の職員の給与を改定す

るため、所要の改正を行うものであります。 

  議案第１６号「つがる市特別職の職員で常勤のものの給与及び

旅費に関する条例の一部を改正する等の条例案」から議案第１９

号「つがる市教育委員会教育長の勤務時間、休暇等及び職務専念

義務の特例に関する条例案」は、地方教育行政の組織及び運営に

関する法律の一部改正に基づき、新教育委員会制度が施行される

ことに伴い、新たな教育長の身分や服務、並びに教育委員定数等

について、所要の改正を行うものであります。 

  議案第２０号「つがる市附属機関設置条例の一部を改正する条

例案」は、教育委員会の附属機関として、「つがる市いじめ重大

事態発生時対策協議会」及び「つがる市教育支援委員会」を設置

するとともに、当該条例案の附則において、「つがる市特別職の

職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例」を一部改

正し、当該附属機関委員の報酬額を規定するものであります。 
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  議案第２４号「つがる市介護保険条例の一部を改正する条例

案」は、第６期介護保険事業計画の策定に伴い、当期における介

護保険料等について、所要の改正を行うものであります。 

  その他の条例案につきましては、各議案に掲載されている提案

理由のとおりであります。 

 (4)指定管理者の指定の件 

  次に、指定管理者の指定の件につきましてご説明申し上げます。 

  本件につきましては、議案第３０号から議案第４６号までの１

７件を提案いたしております。 

  議案第３０号から議案第４６号までの「つがる市公の施設に係

る指定管理者の指定の件」は、公共施設に係る指定管理期間の満

了に伴い、指定管理者を更新するものであります。 

 (5)その他の案件 

  次に、その他の案件につきましてご説明申し上げます。 

  本件につきましては、議案第４７号及び議案第４８号の２件を

提案いたしております。 

  議案第４７号「木造新田地域５町村新市建設計画の一部変更の

件」は、東日本大震災に伴う合併市町村に係る地方債の特例に関

する法律に基づき、合併特例債の発行期間を延長するため、新市

建設計画の計画期間を変更するものであります。 

  議案第４８号「青森県市町村職員退職手当組合を組織する地方

公共団体数の減少及び青森県市町村職員退職手当組合規約の変

更の件」は、当該組合の構成団体数の減少及び所掌事務の変更に
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伴い、組合規約を変更するものであります。 

 (6)諮問 

  最後に、諮問につきましてご説明申し上げます。 

  諮問第１号「人権擁護委員の推薦につき意見を求めるの件」は、

人権擁護委員の八鍬 久氏の任期が平成２７年６月３０日で満了

いたしますので、後任の委員として原田 正志氏を推薦いたした

く、意見を求めるため諮問するものであります。 

  以上をもちまして、提出議案の概要についてご説明申し上げま

したが、議事の進行に伴い、ご質問に応じ、本職をはじめ関係者

から詳細にご説明申し上げたいと思います。 

  何卒、慎重にご審議の上、原案どおり議決及び承認を賜ります

ようお願い申し上げます。 


